
 
契  約  書（案） 

 
 
１．契 約 の 目 的          財務会計支援業務 
２．業 務 内 容  別紙仕様書のとおり 
３．契 約 金 額       円（うち消費税額及び地方消費税額    円） 
４．契 約 保 証 金          免除 
５．契 約 期 間          令和 年 月 日から令和 年 月 日まで 
６．履 行 場 所           当会指定場所 
 
上記のことについて、発注者国家公務員共済組合連合会を甲（以下「甲」という。）とし、

受注者     を乙（以下「乙」という。）として、次の条項により請負契約を締結する。 
 

（信義誠実の原則） 
第１条 甲及び乙は、信義に従って誠実に本契約を履行するものとする。 
（権利義務の譲渡の禁止） 
第２条 乙は、本契約によって生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはな

らない。  

（第三者への委託の禁止） 
第３条 乙は、甲の事前の書面による同意を得ることなく、業務を第三者に委託し、又は請

け負わせてはならない。ただし、あらかじめ書面により甲に協議し、承諾を得た場合はこ

の限りではない。なお、乙は、再委託に対し、本契約書に定める責任及び義務を負わせ、

再委託先の業務履行から生ずるあらゆる責任を負うものとする。 
（秘密の保持） 
第４条  乙は、本契約の業務履行上知り得た秘密事項を他に漏らし、又は他の目的に使用し

てはならない。 
２  乙は、甲の秘密情報が含まれる資料（以下「秘密資料」という。）の使用を終了したとき

は、速やかに当該秘密資料（秘密資料の複製物及び改変物も同様とする。）を甲に返却する

ものとする。 
（公開の禁止） 
第５条  乙は、本契約による成果を甲の承認を得ないで第三者に発表又は公開してはならな

いものとする。 
２  乙は、前条第１項及び前項に反し甲の秘密を第三者に漏らした場合は、甲は乙に対し損

害賠償の請求をすることができる。 
（契約の残存） 
第６条  乙は、甲の秘密情報については、本契約の期間満了又は解約の後も、第４条並びに

第５条の規定が適用されるものとする。 
（個人情報の保護） 
第７条 乙は、本契約による業務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記

「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。 
（秘密資料の複写又は複製の制限）  

第８条 乙は、本業務の目的以外に秘密資料の複写又は複製をしてはならない。ただ

し、災害に備える等その必要があるときは、あらかじめ書面により、甲の承諾を得て

複写又は複製することができる。  
（秘密資料の管理）  

第９条  乙は、秘密資料について、善良なる管理者の注意義務をもって管理保管し、情



報の漏洩、滅失、毀損並びに火災、盗難等の防止に努めるとともに、授受及び搬送に関

しては、甲の指示に従うものとする。 
（監督職員） 
第１０条 甲は、本契約の履行に関し監督職員を定め、書面により乙に通知しなければなら

ない。なお、監督職員を変更するときも同様とする。 
２ 監督職員は、次の各号に定める権限及び責任を有するものとする。 
(1) 本業務に関する乙への依頼、指示、承諾、協議、通知、確認、報告及び立会い等（以下

「依頼等」という。）を行うこと。 
(2) 本業務に関して乙と進捗状況、仕様等の打合せ、会議を行うこと。 
(3) 本業務の実施確認及び確認結果の通知を行うこと。 
(4) その他本業務に関すること。 
（業務管理責任者） 
第１１条 乙はこの契約を履行する現場従業員を指揮監督する業務管理責任者(以下「業務

管理責任者」という。)を定め、書面によりその氏名を甲に通知しなければならない。な

お、変更したときも同様とする。 

２ 業務管理責任者は、次の各号に定める権限及び責任を有するものとする。 
(1) 本業務の実施に関して甲の依頼等を受けること。 
(2) 本業務に関して甲と進捗状況、仕様等の打合せ、会議を行うこと。 
(3) 本業務実施の報告をし、確認の実施を求めること。 
(4) その他本業務に関すること。 
３ 甲は、業務管理責任者又は現場従業員が業務の履行又は管理につき著しく不適当と認め

られるときは、乙に対しその理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを

求めることができる。 

（報告義務） 
第１２条  乙は、滅失毀損したとき若しくは盗難、機密漏洩等があったときは、乙の責に帰

すべきによると否とを問わず遅滞なく甲にその旨を報告しなければならない。 
（事情変更） 
第１３条  甲は、必要がある場合には、乙と協議して業務の内容を変更し、又は業務を一時

中止し、若しくは業務の一部を打ち切ることができる。 
２ 甲及び乙は、本契約の締結後、経済情勢の変動、天災地変、法令の制定又は改廃その他

著しい事情の変更により、本契約に定める条件が不適当となったと認められる場合は、協

議して本契約を変更することができる。 
３ 前項の場合において、本契約に定める条項を変更する必要があるときは、甲と乙が協議

して書面により定めるものとする。 
（検査職員） 
第１４条  甲は、本契約の履行に関し検査職員（契約事務担当職員）を定め、書面により乙

に通知しなければならない。なお、検査職員を変更するときも同様とする。 
２ 乙は、業務を終了したときは、速やかに甲に乙の社印を押印した業務完了報告書又はこ

れに類する書類を提出し、甲の指定する検査職員の検査を受けなければならない。  
３ 甲は乙から報告書の提出を受けたときは、提出を受けた日から１０日以内に検査を行わ

なければならない。また、必要に応じ、本契約に係る監督職員の立会いを求め、当該給付

の内容について検査を行うこととする。 
４ 乙は、第 2 項の検査に合格したときをもって業務を完了したものとする。 
５ 乙は、第 2 項による検査の結果生じた不合格のものについては、検査職員の指示に従い、

遅滞なく手直しをし、再度検査を受け業務を完了させなければならない。 
６ 前項の場合によって生じる一切の費用は、乙の負担とする。 
７  甲は、いつでも乙の本件業務の作業場所に立ち入り、個人情報の管理状況を検査するこ



とができる。また、それらに関し甲が乙に報告を求めたときは、乙は速やかに所要事項を

報告する。 
（危険負担） 
第１５条 前条２項の業務の完了までに生じる損害で、甲乙双方の責に帰することのできな

いものは、すべて乙の負担とする。 
（履行遅滞による延滞金） 
第１６条 乙は、自己の責に帰すべき事由により、契約期間内に業務を完了することができ

ない場合は、延滞金として当該契約期間の最終日の翌日から業務の完了した日までの日数

に応じ、契約金額に当該契約期間の最終日の翌日時点の政府契約の支払遅延防止等に関す

る法律(昭和 24 年法律第 256 号)第 8 条第 1 項に規定する財務大臣が定める率の割合を乗

じて計算した額（その金額に１００円未満の端数があるとき、又はその全額が１００円未

満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。）を甲に対して支払うものとす

る。 
ただし、天災その他乙の責に帰することができない事由によるものと甲が認めたときは、

この限りでない。 
（代金の支払） 
第１７条 乙は、業務を完了したときは、契約金額の支払を甲に請求するものとする。 
２ 甲は、乙から支払請求があったときは、正当と認められる支払請求書を受理した日から

起算して３０日以内に支払うものとする。 
（契約完了後における説明等） 
第１８条 乙は、本契約において、第１４条第２項の規定により提出した業務完了報告書に

関して、甲から説明又は資料の提出を求められたときは、これに応じなければならない。 
（契約の解除） 
第１９条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができる。この

場合において、甲は乙から違約金として契約単価に予定数量を乗じて得た額に消費税額及

び地方消費税額を加えた額の１００分の１０に相当する金額を徴収するものとする。 
(1) 正当な理由なく解除を申し出て、本契約の全部又は一部を履行しないとき。 
(2) 乙の責に帰すべき事由により、指定の期限内に契約を履行する見込みがないとき。  
(3) 第１４条第５項に定める検査の結果、再び不合格となったとき。 
(4) 業務の完了に際し不正の行為があったとき。 
(5) その他本契約条項に違反したとき。 
（損害賠償） 
第２０条 乙は、第１３条第１項若しくは第２項の規定による事情変更の場合、又は前条

各号の規定により契約を解除した場合は、甲に対して損害賠償の請求をしないものと

する。 
２ 前条各号の規定により契約を解除した場合には、甲は乙に損害賠償を請求できるものと

する。 
３ 乙は、本契約を履行するに当たり、甲に損害を与えたときは、乙の負担においてその損

害の賠償を行うものとする。 
４ 乙は、本契約を履行するに当たり、第三者に損害を与えたときは、乙の負担においてそ

の損害の賠償を行うものとする。ただし、その損害の発生が甲の責に帰すべき理由による

場合においては、この限りでない。 
５ 第２項又は第３項に規定する損害賠償の額は、甲乙協議して定めるものとする。 
（契約不適合責任） 
第２１条 甲は、本契約の目的物に第１４条第４項又は第５項に規定する業務終了後から起

算して１年以内に本業務の仕様書の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）

を発見し、乙に対してその旨を通知したときは、乙に対して乙の負担において相当の期間



を定めて、甲の承認及び選択した方法によりその契約不適合の履行の追完を請求すること

ができる。 
２ 乙は甲に対して契約不適合によって生じた滅失、損傷に対して損害を賠償しなければな

らない。 
（属性要件に基づく契約解除） 
第２２条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、何らの催告を要

せず、本契約を解除することができる。 
(1) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である

場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体

である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力

団員をいう。以下同じ。）であるとき。 
(2) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 
(3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供給するなど直

接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与しているとき。 
(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどして

いるとき。 
(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。  
（行為要件に基づく契約解除） 
第２３条 甲は、乙が自ら又は第三者を利用して次の各号のいずれかに該当する行為をした

場合は、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。 
(1) 暴力的な要求行為。 
(2) 法的な責任を超えた不当な要求。 
(3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為。 
(4) 偽計又は威力を用いて甲の業務を妨害する行為。 
(5) その他前各号に準ずる行為。 
（属性要件及び行為要件に基づく損害賠償） 
第２４条 甲は、第２２条、第２３条の規定により本契約を解除した場合は、これにより乙

に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。 
２ 乙は、甲が第２２条、第２３条の規定により本契約を解除した場合において、甲に損害

が生じたときは、その損害を賠償するものとする。 
（不当介入に関する通報・報告） 
第２５条 乙は、自らが暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標ぼうゴロ等の反社会的勢

力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）を受けた場合は、

これを拒否し、速やかに不当介入の事実を甲に報告するとともに、警察への通報及び捜査

上必要な協力を行うものとする。 
（疑義等の決定） 
第２６条 本契約に定めのない事項又は内容に疑義を生じたときは、その都度甲乙双方で協

議し、円満に解決を図るものとする。 
（紛争の解決） 
第２７条  本契約につき紛争を生じた場合には、両者の協議により選出した第三者に解決の

あっせんを求めるものとする。 
２  前項の規定による解決のために要する一切の費用は、甲と乙が平等に負担する。 
３ 甲と乙との間に裁判上の紛争が生じたときは、甲の所在地を管轄する地方裁判所を第一

審の管轄裁判所とすることに合意する。 



 
本契約の締結を証するため、本契約書を２通作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保

有するものとする。 
 
   令和 年 月 日 

 
 

（甲）  東京都千代田区九段南一丁目１番１０号 
      国家公務員共済組合連合会 
              契約担当者 
        専務理事   松 村 武 人 
 
 

  



別記  

  

個人情報取扱特記事項 

 

（基本的事項）  

第１ 乙は、個人情報（個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができると

認められるもの。以下同じ）の保護の重要性を認識し、本契約による業務の実施に当た

っては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わな

ければならない。  

（秘密の保持）  

第２ 乙は、本契約による業務に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。本契

約が終了し、又は解除された後においても同様とする。  

（収集の制限）  

第３ 乙は、本契約による業務を行うために個人情報を収集するときは、その業務の目的を

明確にし、目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなけ

ればならない。  

（適正管理）  

第４ 乙は、本契約による業務に関して知り得た個人情報について、漏洩、滅失及び毀損の

防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。  

（目的外利用及び提供の禁止）  

第５ 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、本契約による業務に関して知り得た個人

情報を、契約の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。  

（複写又は複製の禁止）  

第６ 乙は、甲の承諾があるときを除き、本契約による業務を行うため甲から提供を受けた

個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。  

（再委託の禁止）  

第７ 乙は、甲が承諾したときを除き、本契約による個人情報を取り扱う業務については、

自ら行い、第三者に委託してはならない。  

（資料等の返還）  

第８ 乙は、本契約による業務を行うため甲から提供を受け、又は乙自らが収集し、若しく

は作成した個人情報が記録された資料等は、本契約の終了後直ちに甲に返還し、又は引

き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときはその指示に従うものとする。  

（従事者への周知）  

第９ 乙は、本契約による業務に従事している者に対して、在職中及び退職後においても当

該業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は目的以外に使用しては

ならないこと等、個人情報の保護に関し必要な事項を周知させなければならない。  

（調査）  

第１０ 甲は、乙が本契約による業務を行うに当たり、取り扱っている個人情報の状況につ

いて、随時調査することができる。  

（事故報告）  

第１１ 乙は、本契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知ったとき

は、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 
（契約の解除及び損害賠償）  

第１２ 甲は、乙（乙の再委託がある場合は、その再委託先を含む。）が、個人情報取扱特

記事項に違反していると認めたときは、本契約の解除及び損害賠償の請求をすることが

できるものとする。  
 


